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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、道路建設機械事業を通じて、国土開発という社会事業に貢献することを経営の基本方針とし、社会倫理に基づく「誠実で正しい姿勢」を
常に追求しつつ、公明正大な自由競争の中で、世界のお客様から選択される社会的存在意義のある企業を目指しています。

　この経営の基本方針に基づき、株主の皆様やお客様をはじめ、従業員・地域社会など全てのステークホルダーの方々との良好な関係を築くとと
もに、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、次の体制でコーポレート・ガバナンスの向上を図って参ります。

　当社は企業統治体制として監査等委員会設置会社を選択し、監督機能強化の為、取締役会体制は独立社外取締役が全取締役の３分の１以上
を占める構造とします。

　取締役会の運営は、取締役会の監督機能と業務執行機能の分離徹底、取締役と執行役員の連携堅持を目的として、監督機能に重点を置いた
モニタリング・ボード（全取締役）と、業務執行機能に重点を置いたマネジメント・ボード（全取締役＋全執行役員）の二つに取締役会を機能分割し
て運営します。

　モニタリング・ボードとしての取締役会は、原則として四半期に一回、代表取締役の選解任、取締役の職務執行の監督を基本的な役割として、客
観的かつ中長期的視点にたった経営の監督と、指名・報酬を含む経営の方向性に関する重要事項の審議を行うものとし、経営の監督機能に重点
を置いた運営を行います。

　マネジメント・ボードとしての取締役会は、取締役に全執行役員を加えて構成し、原則として月に一回、経営の基本方針と体制整備の決定、業務
執行の決定を基本的な役割として、業務執行に関する重要事項の報告と審議を実施するものとし、経営の業務執行機能に重点を置いた運営を行
います。

　各監査等委員は、取締役として取締役会の審議に参加するとともに、監査等委員会として、取締役の職務執行の監査及び監査報告書作成、会
計監査人の選解任議案決定、取締役の選解任及び報酬に関する意見決定を基本的な役割として、取締役の職務執行の妥当性・適法性について
経営監視を実施します。

　会計監査人であるＰｗＣあらた有限責任監査法人は、計算書類及びその附属明細書、臨時計算書類並びに連結計算書類の監査と会計監査報
告書の作成、内部統制監査及び内部統制監査報告書の作成を行います。

　このようなコーポレート・ガバナンス体制の下で当社は、取締役に対する実効性の高い監督と、公正かつ迅速な業務執行決定を行うことにより、
コーポレート・ガバナンスの実効性を確保して参ります。

　なお、当社が目指すコーポレート・ガバナンス体制の模式図は当該報告書の末尾に記載する通りです。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

・補充原則１－２④　議決権の電子行使・招集通知の英訳

　当社の2020年３月末の外国法人等の持株比率は21％強と昨年９月末の20％から微増して、引き続き20％を超える水準になっております。当社
としては従来からご報告のとおり、外国法人等の保有比率が安定的に20％を超えたと判断した時点で招集通知の英訳等の対応を考えることとし
ておりますので、本年９月末以降の外国法人等持株比率も確認しつつ、今後の対応を決めていきたいと存じます。

・原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社の企業年金は、全て確定拠出型年金となっており、年金資産の運用は社員個々人の裁量に任されておりますので、当社自身は年金資産に
対してアセットオーナーとしての機能を発揮する立場にありません。しかし、全ての社員を対象として、年に１回年金資産運用についての説明会等
を開催し、社員に対して投資教育の機会を設けております。

・原則３－１(i)　経営理念等・経営戦略・経営計画、補充原則４－１②　中期経営計画の進捗の説明、原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公
表

　当社は、経営の基本理念を表すものとして、社是及び企業行動憲章（当社ＨＰ参照、https://www.sakainet.co.jp/ir/houshin/kensyo.html）を制定
しており、それを社内向け冊子の配布等によって周知徹底しております。当社としての中期的な経営戦略・対処すべき課題については、事業報告
に記載しているとおりですので、当社ＨＰ（https://www.sakainet.co.jp/ir/stock/soukai.html）をご参照下さい。当社では、中期的な経営方針につい
ても、ＩＲ資料の中で説明していくことと致します。当社の経営戦略の進捗については、その時々の客観的経済環境を踏まえ、随時ご説明していく
所存です。

　当社事業報告の「剰余金の処分に関する基本方針」（https://www.sakainet.co.jp/ir/stock/dividend.html）にも記載しているとおり、当企業グルー
プは道路建設機械の製造・販売という公共性の高い業種に携わっており、長期にわたる安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、安定的な配
当の継続を重視するというのが当社配当政策の基本方針であります。この業界において避けることができない外部環境による業績の振れに対す
る強固なバッファーを確保するため、約50％程度の自己資本比率を維持しながら、将来のための研究開発投資・設備投資・株主還元の三者のバ
ランスをとっていくというのが資本政策の基本方針です。安定配当維持の方針のもと、業績が下振れした際にも中期的な安定性に配慮しつつ、株
主還元を継続してきた実績は、当社の過去の対応を見れば投資家の皆様に理解して頂けるものと考えております。

・原則３－１(iii)　取締役の報酬決定の方針と手続、補充原則４－２①　健全なインセンティブとしての取締役報酬

　取締役の報酬は基本報酬と業績を反映した期末賞与及び譲渡制限付株式報酬から構成されます。独立社外取締役が３分の１以上を占める取
締役会が取締役の報酬を決定することになっており、独立かつ客観的な実効性が確保され、また説明責任も強化されていることから、特段任意の
報酬委員会を設置しておりません。

　当社としてあるべき取締役の報酬制度について検討を行った結果、業績連動報酬については短期的指標に基づくインセンティブの性格が強く、
当社事業の性格上適切ではないと判断し導入を見送っており、一方株式報酬については取締役の中長期的視野に立った経営判断を促し、持続
的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能し、株主との価値共有を促進するという面からより適切と判断し、2017年６月の第69回定時株主
総会で譲渡制限付株式報酬の導入を決定しています。（譲渡制限付株式報酬の内容については、「譲渡制限付株式報酬制度の導入に関するお



知らせ」(https://www.sakainet.co.jp/news/item/20170526jyotoseigen.pdf)をご覧下さい）。なお、2018年８月発行の第２回株式数12,200株は発行
済株式数の0.29％相当、2019年８月発行の第３回株式数24,400株は発行済株式数の0.56％相当と割当数は限定的であり、既存株主の権利希薄
化の観点から大きな問題がない水準と考えています。今後も同様に譲渡制限付株式報酬の割当を継続して参ります。

・補充原則４－10①　任意の委員会の設置

　上記原則３－１（iii）、補充原則４－２①、【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】原則３－１（iv）に関する記述をご参照下さい。　

・原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針

　当社は、重要なステークホルダーである株主と会社の持続的成長と中長期的な企業価値向上のための建設的な対話を重視しており、そのため
のIR体制整備を進めております。ＩＲ担当役員として執行役員吉川孝郎を任命し、その指揮のもとに管理部のスタッフにより構成されるＩＲ室を設置
しています。2016年11月以降、半年毎に決算説明会を開催しており、多くの投資家やアナリストの方々にご参加頂いております。（説明会で使用し
た資料については当社ＨＰ(https://www.sakainet.co.jp/ir/library/presentation.html)に掲載しております。）個別の株主の方々からのご照会やご意
見等に対しましては、その内容に応じて適切に対応させて頂きます。また、対話の場で頂いた株主のご意見等は、取締役会の場に適宜フィード
バック・共有し、会社経営に適切に反映しております。なお、株主との対話は、当社の内部者取引防止規則に則り、適切に情報管理を図っておりま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

・原則１－４　政策保有株式

　当社は、取引先との良好な取引関係を構築し、事業の円滑な推進を図るため、純投資としてではなく取引先の株式を取得し、保有することがあり
ます。取引先との取引関係の強化や当社の事業発展に資する限り、原則として取得した政策保有株式の保有を継続しますが、取締役会で最低年
1回、保有目的の妥当性や経済合理性など定量的・定性的な観点から検討を行い、保有継続の是非を判断しています。当社は「政策保有株式に
関する方針」・「政策保有株式の議決権行使基準」を策定して、当社HP上に開示しております
（https://www.sakainet.co.jp/ir/item/cg_201810_kabusiki.pdf）・（https://www.sakainet.co.jp/ir/item/cg_201810_kabusiki_giketu.pdf）。

　本年も取締役会で政策保有株式各銘柄について、資本コスト等も勘案しつつ定量的・定性的側面から総合的に検証を行う予定です。

・原則１－７　関連当事者間の取引

　取締役及び執行役員による競業取引と利益相反取引については、当社の取締役会規程並びに執行役員規程で当該取引に係る重要事項の取
締役会に対する開示と取締役会の承認を義務付けております。

　なお、2020年3月末現在、当社には保有株式数が10％を超える主要株主は存在しておりません。

・原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　上記【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】原則２－６をご参照下さい。

・原則３－１（i）　経営理念・経営計画・経営戦略

　当社は、経営の基本理念を表すものとして、社是及び企業行動憲章を制定しており、ＨＰ上に掲載し開示しております
（https://www.sakainet.co.jp/ir/houshin/kensyo.html）。また経営戦略・経営計画にあたるものとして、「中期的な会社の経営戦略と対処すべき課
題」をまとめ、ＨＰ上に掲載しています（https://www.sakainet.co.jp/ir/houshin/medium.html）。さらに中長期的な持続的成長と企業価値の向上に
向けての具体的な施策をＨＰの2020年３月期決算説明会資料内に「事業環境と中期経営施策」として掲載しています
（https://www.sakainet.co.jp/ir/item/2019.6.13setumei.pdf）。

・原則３－１（ii）　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社は上記I .1のとおり、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方を策定し、また基本方針をＨＰ上で開示

（https://www.sakainet.co.jp/ir/houshin/governance.html）しておりますので、ご参照下さい。

・原則３－１(iii)　取締役の報酬の決定方針と手続

　上記【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】原則３－１（iii）をご参照下さい。

・原則３－１(iv)　取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うにあたっての方針と手続

　当社は独立社外取締役が3分の1以上を占める取締役会が取締役候補の指名にあたることになっており、独立かつ客観的に実効性が確保さ
れ、また説明責任も強化されるものと判断されることから、任意の指名委員会を設置しておりません。なお、取締役候補者の選解任に係る方針と
手続は「取締役候補者の指名に関する方針と手続」としてHP上に掲載しておりますのでご参照下さい
（https://www.sakainet.co.jp/ir/item/cg_2015_yakuin_simei.pdf）。

・原則３－１(v)　取締役会が上記（iv）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の個々の選解任・指名についての説明

　当社の取締役はその任期が１年、監査等委員である取締役の任期は２年となっております。各取締役の指名の理由については、当社第71回定
時株主総会招集ご通知及び第72回定時株主総会招集ご通知に記載しており、ＴＤネット及び当社ＨＰに掲載しておりますのでご参照下さい
（https://www.sakainet.co.jp/ir/stock/soukai.html）。

・補充原則４－１①　経営陣に関する委任の範囲の開示

　当社は2015年６月の定時株主総会で監査等委員会設置会社となり、その際に会社法399条の13第５項・第６項に基づき、重要な業務執行の全
部または一部を業務執行取締役に委任できるように定款を変更しております。当社はこの定款に基づいて取締役会規程を変更し、取締役会決議
事項のうち、重要な財産の処分及び譲受け、多額の借財、支配人その他重要な使用人の選任及び解任、支店その他の重要な組織の設置・変更
及び廃止、社債の募集に関する事項、その他取締役会設置会社における取締役会の決議事項については、代表取締役に委任できる旨を取締役
会で決議しております。

・原則４－９　社外取締役の独立性判断基準と選定

　当社は「取締役候補者の指名に関する方針と手続」の附則として「社外取締役の独立性判断基準」を制定し、ＨＰに開示しております
(https://www.sakainet.co.jp/ir/item/cg_2015_yakuin_simei_fusoku.pdf）。

・補充原則４－11①　取締役会全体としての知識・経験・バランス、多様性及び規模に関する考え方

　当社の取締役会（総勢５名）は、規模・事業特性・会社を取り巻く環境等を勘案して、独立社外取締役（２名）が全体の３分の１以上を占める体制
になっており、取締役会機能の独立性・客観性を確保することを企図しています。当社は「取締役候補者の指名に関する方針と手続」
（https://www.sakainet.co.jp/ir/item/cg_2015_yakuin_simei.pdf）の中で指名方針を開示し、指名にあたっては取締役会全体の能力・知識のバ
ランスに配慮し、ダイバーシティにも配慮することと定めていますが、現状取締役は全員男性かつ日本人となっております。今後ともジェンダーや



ナショナリティー面での多様性確保について検討して参ります。

・補充原則４－11②　役員の兼任状況

　従来より役員の兼任状況については事業報告に記載しております。事業報告は定時株主総会招集ご通知にも記載しておりますので、リンク先を
ご参照下さい（http://www.sakainet.co.jp/ir/stock/soukai.html）。

・補充原則４－11③　取締役会の実効性についての分析・評価

　昨年に引き続き、取締役会の実効性評価について、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を踏まえた当社の「コーポレート・ガバナンス基本
方針」（https://www.sakainet.co.jp/ir/item/cg_2015_kihon_housin.pdf）に規定された取締役会の責務等のうち大きく5項目（①会社の戦略的方
向付け、②適切なリスクテイクを可能ならしめる社内環境整備、③経営陣/取締役の業務執行の客観性をもった監督、④株主との建設的な対話に
関する環境整備、⑤適切な情報開示と透明性確保への取り組み）が遂行されているかどうかについて社外取締役を含めた全取締役を対象にアン
ケートを行い、その集計結果について取締役意見交換会で議論するという方法で実施致しました。集計結果では項目ごとに達成度に多少のばら
つきは認められたものの、不十分と判断された項目はなく、議論の結果取締役会の実効性は確保されているという結論になりました。但し、相対
的に改善の余地ありと認められた項目については、取締役会内外で工夫しながら討議の時間を増やす等の取り組みを通じ、今後の改善に向けて
取り組む方針が確認されました。

・補充原則４－14②　取締役のトレーニング方針

　当社は、監査等委員を含む取締役が、その役割・責務を適切に果たすために必要なトレーニング及び情報提供を実施致します。具体的には、取
締役が新たに就任する場合には、法律・コーポレートガバナンス・財務会計知識等に関する専門家による講義や研修への参加等を当社の費用に
おいて行い、就任後も業務に関連する法改正や経営課題について、必要な情報提供を行って参ります。また、社外取締役が新たに就任する場合
には、当社の事業内容について適切に講義を行います。今年度は、各取締役に対して必要なセミナー受講を推奨する一方で、特に会社法やコー
ポレート・ガバナンス絡みの最近のトピックスをアップデートするセミナー等の開催を計画しています。

・原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針

　上記【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】原則５－１をご参照下さい。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 219,800 5.12

株式会社みずほ銀行 209,998 4.89

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 209,972 4.89

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 186,500 4.35

CREDIT SUISSE AG,DUBLIN BRANCH PRIME CLIENT ASSET EQUITY ACCOUNT 169,200 3.94

MLI FOR CLIENT GENERAL OMNI NON COLLATERAL NON TREATY－PB 156,400 3.64

日本生命保険相互会社 150,721 3.51

第一生命保険株式会社 148,543 3.46

酒井　一郎 123,864 2.88

ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 94,400 2.20

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満



直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 19 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

徳永 隆一 その他 ○

吉川 實 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

徳永 隆一 ○ ○ ―――

【選任理由】

徳永隆一氏は、社団法人日本建設機械工業会
における長年の経験から、世界の建設機械業
界に関する豊富な知見を有しており、この分野
を中心とした幅広い識見を当社の監査に反映
して頂くため。

【独立役員指定理由】

徳永隆一氏は、当社と取引関係等の利害関係
はなく、独立性を有していることから、独立役員
として指定しました。



吉川 實 ○ ○

吉川實氏は、当社の主要取引先（主要金
融機関）の一つであるみずほフィナンシャ
ルグループの出身です（1970年４月から
2003年４月まで役職員として従事）。株式
会社みずほ銀行は当社の主力銀行（2020
年３月末借入残高300百万円、同預金残
高1,332百万円）で、当社が公表している
独立性判断基準に照らして、当社の主要
取引先と判断しています。

【選任理由】

吉川實氏は、みずほ銀行退職後、ミレニアムリ
テイリング副社長、協和発酵ケミカル（現ＫＨネ
オケム）会長の役職を歴任しており、事業統合・
ＭＢＯ等、当社が経験していない広範かつ豊富
なマネジメント経験を有しており、高い人格・識
見とも併せて今後様々なビジネス局面で当社
一般株主にとって有益な判断を下す能力があ
るものと期待しているため。

【独立役員指定理由】

吉川實氏は、当社と取引関係等の利害関係は
なく、みずほ銀行役員を2003年４月に退任後す
でに17年が経過し、独立性を有していることか
ら、独立役員として指定しました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき取締役は任命していませんが、使用人として内部監査室員６名（兼務を含む）が監査結果を監査等委員会に報
告し、必要に応じて監査等委員と協議して監査を行います。なお、内部監査室員は監査業務に関して必要な命令を監査等委員会から受け、その
命令に関して取締役の指揮命令は受けないようにしています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、会計監査人と定期的会合を持ち、情報の共有化を図るなど緊密な連携を保ち、効率的な監査を実施するよう努めております。
内部監査室は、監査等委員会と十分協議のうえで監査計画書を策定し、代表取締役社長の承認を受けています。また、監査結果について取締役
会及び監査等委員会に監査実施報告書を提出しております。内部監査室は、会計監査人の実地監査への立会並びに監査報告会に出席して監
査に協力し、またその協力を受けております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たしている社外役員２名全てを独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

取締役へのインセンティブは、当該事業年度の業績等を勘案し、役員賞与（報酬）及び譲渡制限付株式報酬で対応することにしております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

１．取締役の報酬限度額は、2015年６月開催の第67回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）が総額３億円以内（ただし、使用人部
分給与は含まない）、2020年６月開催の第72回定時株主総会において、取締役（監査等委員）については総額５千万円以内と決議頂いておりま
す。

2017年５月の取締役会において取締役に対する譲渡制限付株式報酬の導入を決定し、同年６月の定時株主総会で譲渡制限付株式報酬枠の設
定が承認可決されました。また、以上に加え、2017年６月の第69回定時株主総会で、譲渡制限付株式報酬枠を取締役（監査等委員を除く）につい
ては年間89百万円/890千株以内、取締役（監査等委員）については年間総額10百万円/100千株以内と決議頂いております。

２．2020年３月期事業年度の取締役15名に対する取締役報酬の支払総額は156,756千円であります。この他、使用人兼務取締役の使用人給与相
当額（賞与を含む）として24,603千円を支払っております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役のサポート体制】

年度監査計画に基づく監査結果を内部監査室員が監査等委員会に報告し、必要に応じて資料収集等の補助活動を行います。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

取締役会の構成は独立社外取締役が３分の１以上を占めることとし、原則として四半期に１回、取締役のみが参加するモニタリング・ボード（上記I.
１.「基本的な考え方」をご参照下さい）を開催して代表取締役の選解任、取締役の職務執行の監督を基本に経営の監督に重点を置いた機能を担
う一方、取締役のほかに全執行役員（議決権なし）も参加するマネジメント・ボード（上記I.１.「基本的な考え方」をご参照下さい）を原則として月1回
開催し、経営の基本方針と体制整備の決定、業務執行の決定を基本的な役割として、業務執行に関する重要事項の報告と審議を実施します。取
締役の指名・報酬に関する任意の委員会は設置しないものの、モニタリング・ボードで指名・報酬について審議することにより独立かつ客観的に実
効性を確保し、説明責任を強化し、任意の委員会を設置したのと同等の効果を企図しています。

また、原則として月２回、社長を含む業務執行取締役と常務以上の執行役員をメンバーとした経営会議を開催し、総合的な経営計画の策定及び
その執行方針並びに取締役会に付議すべき事項等の審議を行い、迅速な意思決定に努めております。監査等委員は、原則として月１回監査等
委員会を開催し、取締役会に出席するほか、年度監査計画に基づいた事業所監査等の結果につき内部監査室から報告を受けております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は2015年に監査等委員会設置会社に移行した際、定款変更によって重要な業務執行の一部を代表取締役に委任可能とすることにより、業
務執行の迅速化を図ると共に、上記I .１「基本的な考え方」「現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要」のとおり、独立社外取締役が３分の１以

上を占める取締役会を設け、取締役会の監督機能と業務執行機能の分離を徹底、取締役と執行役員の連携堅持を目的として、監督機能に重点
を置いたモニタリング・ボード（全取締役）と、業務執行機能に重点を置いたマネジメント・ボード（全取締役＋全執行役員。但し執行役員には議決
権なし）の二つに取締役会を機能分割して運営する体制としております。また、取締役の指名・報酬にかかる決定は独立社外取締役の比重が上
がった取締役会で行うことにより、判断の独立性、客観性を確保しております。これらの措置は、当社規模の会社で実効性あるコーポレート・ガバ
ナンスを実行すると同時に、効率的な業務の執行を実現するための当社としての工夫であります。今後は、この体制が有効に機能するかどうかを
検証し、さらなるコーポレート・ガバナンス体制の強化をめざしていきたいと存じます。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

その他

・事業報告の内容について取締役会決議を行った後、内容をＴＤネット、当社ＨＰに掲載し
ております。

・2020年６月23日開催の定時株主総会終了後の株主懇談会は新型コロナウィルス感染症
予防のため中止しました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
2016年11月以降、半年毎に決算説明会を開催しており、多くの投資家やアナリ
ストの方々にご参加頂いております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

2016年11月以降、半年毎に決算説明会を開催しており、多くの投資家やアナリ
ストの方々にご参加頂いております。

あり

IR資料のホームページ掲載
・経営方針、社是・企業行動憲章、コーポレート・ガバナンス、プレス・リリース
（ＰＲ情報）、決算・財務情報（決算短信・決算に関するご報告・株主通信等）、
株主総会情報を掲載しており、今後とも情報の充実を図る予定です。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当役員として執行役員吉川孝郎を任命し、その指揮のもとに管理部のス
タッフにより構成されるＩＲ室を設置しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

・企業行動憲章において、当社とその子会社からなる企業グループで働く全ての役員及び
社員の行動規範として、全てのステークホルダーを尊重する旨を宣言しております
（https://www.sakainet.co.jp/ir/houshin/kensyo.html）。また、同様の方針をコーポレート・
ガバナンス基本方針の中でも確認しております
（https://www.sakainet.co.jp/ir/item/cg_2015_kihon_housin.pdf）。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）【当社及び子会社の役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制】

（会社法施行規則第110条の四第2項第四号、第五号ニ）

１．当社及び子会社の役員及び職員は、その職務の執行について、法令・定款・社内規定及び企業倫理・社会規範を遵守することを基本とし、そ
の行動規範として企業行動憲章を定め、これを周知徹底させる。

２．コンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス担当部署を設置する。

３．コンプライアンス担当部署は、諸規定の整備、改訂、文書化を行い、役員及び職員に対する研修、教育を実施する。

４．法令・定款・社内規定上疑義のある行為等について、職員が直接コンプライアンス担当部署に対して情報提供を行う手段を構築し、運営する。

（２）【取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制】

（会社法施行規則第110条の四第2項第一号）

取締役の重要な意思決定または取締役に対する重要な報告に関しては、その情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録し、保
存するものとし、これら文書等の保存及び廃棄に関する文書保管保存規程を策定する。

取締役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

（３）【当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制】

（会社法施行規則第110条の四第2項第二号、第五号ロ）

１．リスク管理を統括する担当役員を置き、リスク管理統括部署を設置する。リスク管理統括部署は、リスク管理規程を定め、リスク管理体制の構
築及び運用を行うとともに、組織横断的リスク状況の監視及び全社対応を行う。

２．当社の役員及び各部門の長並びに子会社の取締役は、リスク管理規程に定められた事項並びに各部門及び子会社固有のリスクについて、そ
れぞれの部門のリスク管理を行う。

３．当社の取締役及び各部門の長並びに子会社担当役員は、定期的にリスク管理の状況を取締役会に報告する。

（４）【当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制】

（会社法施行規則第110条の四第2項第三号、第五号ハ）

１．当社及び子会社の取締役会は、事業計画を定めて会社が達成すべき目標を明確化するとともに、当社の部門及び子会社ごとの業績目標とそ
の評価方法を明確化し、部門担当役員の職務執行が効率的に行われる体制を整備する。

２．意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、当社の重要な事項については経営会議における合議制により慎重な
意思決定を行う。

（５）【当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制】

（会社法施行規則第110条の四第2項第五号）

１．当社のコンプライアンス担当部署は、当社グループ全体のコンプライアンス体制を適切に構築し、運用する。

２．当社のリスク管理統括部署は、当社グループ全体のリスクの評価及び管理の体制を適切に構築し、運用する。

３．各子会社は、リスク管理規程に定められた事項並びに各子会社固有のリスクについて、それぞれの子会社のリスク管理を行う。

　　各子会社の長は、定期的にリスク管理の状況を取締役会に報告する。

４．当社及び子会社は、当社が定める企業行動憲章を始め、情報の保存管理、リスク管理等の諸規程を遵守する。

５．当社の子会社担当役員は、当社の月1回開催される取締役会において、子会社の事業概況及び財務情報或いは法令等違反・重大なリスク等
の報告を行う。

６．重要な事項に関しては、当社職務権限規程及び子会社に関する関係会社管理規程に定める稟議申請を行うことにより、業務の適正を確保す
る。

７．子会社の調査権に関し選定された監査等委員は、国内子会社の定例取締役会等に出席し、法令・定款及び業務の適正性を監視する。

（６）【監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項】及び【当該使用人の取締役からの独立性に関する事項】並びに【当該使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項】

（会社法施行規則第110条の四第1項第一号、第二号、第三号）

１．監査等委員会は、内部監査室所属の職員に監査業務に関して必要な命令をすることができる。

２．監査等委員会より監査業務に関する命令を受けた職員は、その命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。

（７）【当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制及びこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会へ報告
するための体制】並びに【前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制】

（会社法施行規則第110条の四第1項第四号イ、ロ、第五号）

１．当社及び子会社の役員及び職員またはこれらの者から報告を受けた者は、会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発生するおそれが
あるとき、あるいは役職員による違法または不正な行為を発見したとき、その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、速
やかに監査等委員会に報告する。

２．監査等委員会に報告・相談を行った役員及び職員並びに子会社の役職員に対し、報告・相談を行ったことを理由とする、不利益な取り扱いの
禁止を規定化する。

（８）【監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処
理に係る方針に関する事項】

（会社法法施行規則第110条の四第1項第六号）

監査等委員会の監査に係る費用は予め予算化し、会社規定に準拠し、当社に請求できるものとする。また、多額な費用が発生したとき或いはおそ
れのあるときは、十分な説明または資料を提供し、請求できるものとする。

（９）【その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制】

（会社法施行規則第110条の四第1項第七号）

１．役員及び職員の監査等委員会監査に対する理解を深め、監査等委員会監査が実効的に行われる環境を整備する。

２．監査等委員会と代表取締役等との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査部門との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務
の遂行を図る。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力には毅然として対応し、利益供与は一切行わないことを基本方針としており、企業行動憲章において「社会の秩序や安全
に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決する」旨を宣言し、役職員の行動規範として周知徹底を図っております。

　また、コンプライアンス・リスク管理担当部署が、平素より本社所在地の特殊暴力防止対策協議会を通じて情報収集と対応力向上に努め、不測
の事態には速やかに所轄警察署ならびに顧問弁護士と連携し、解決を図ることとしております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

2013年５月15日開催の取締役会決議に基づき、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則
第118条第3号参照）を決定するとともに、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す
るための取組み（会社法施行規則第118条第3号ロ（2））として、当社の20％以上の株式の取得行為に関する対応策を導入することを決定（2013年
５月15日）付で当社ＨＰにその開示資料を掲載）しております。本件の詳細につきましては、当社ＨＰ（https://www.sakainet.co.jp/）をご参照くださ
い。2019年６月27日開催の第71回定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を侵害するおそれのある当社株式の大量
取得行為に関する対応策（買収防衛策）の３年間の存続が承認されました。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

●会社情報の適時開示に係る社内体制の概要

１．社内情報の信頼性確保

当社は、内部監査担当が、監査等委員会立会のもと若しくは独自で、社内規程「内部監査規程」「内部監査実施規則」に基づき、会計監査、業務
監査、関係会社監査を実施し、取締役及び監査等委員会で監査結果を評価しております。

２．取締役会及び代表取締役への報告体制

当社は、社内外の重要情報を、取締役会及び代表取締役に集約して、評価しております。

３．会社情報の一元管理

当社は、管理部長を情報管理責任者として、金融商品取引法等の諸法令並びに東京証券取引所の定める「上場有価証券の発行者の会社情報
の適時開示等に関する規則」に則り、会社情報をスクリーニングし、取締役会及び代表取締役への報告とともに、適時適切に情報開示しておりま
す。

●業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

（１）内部統制システム全般

　当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況は、統制環境の面から会計監査人及び内部監査部門のモニタリングを通じ、内部統
制委員会においてその結果の報告が行われました。モニタリング時に指摘された事項は、適切に改善を進めて参りました。

　また、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の有効性の評価」を行っており、全般的に重要な欠陥は無かったと認識しております。

（２）コンプライアンス・リスク管理

　財務統制・コンプライアンス・情報セキュリティの３部会から成る内部統制委員会は、全取締役及び部門の長等がメンバーとなっており、当該事業
年度において３回開催致しました。

　それぞれの部会から経過又は監査結果並びに活動状況報告がなされ、コンプライアンス・リスク管理体制の運用状況の確認・検証を行って参り
ました。

　また、当社が定める「企業行動憲章」を、当企業グループに周知・徹底を行ったほか、コンプライアンス研修及び社内諸規定の見直し・改訂も適
切に行って参りました。

（３）当社企業グループにおける業務の適正の確保

　当社は、「関係会社管理規程」及びその他の社内規程に基づき、子会社及び子会社担当取締役から、当社の取締役会において事業経営に係る
重要な事項である財務・リスク情報等の報告を行っております。

（４）内部監査

　内部監査部門が作成した監査計画に基づき、当社及びグループ各社の監査を実施するほか、会計監査人と協働で行って参りました。

（５）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等

　取締役である監査等委員は、取締役会に出席するほか、常勤の監査等委員による重要な会議への出席あるいは重要書類等の閲覧をとおし、
内部統制の整備・運用状況を確認しております。

　これらの活動をとおし監査等委員会は情報の共有化を図り、より実効的な監査を行っております。

　また、監査等委員会は、代表取締役等との定期的な会合を当該事業年度において４回開催し、相互の理解を深めるための意見交換を行ったほ
か、内部監査部門と連携を図り、効果的な監査業務を遂行して参りました。



執行役員

各部門・グループ会社

独立社外取締役（1/3以上）取締役（社内出身）

監査等委員会

＊2名以上独立社外取締役

経営会議 内部統制委員会

内部監査室代表取締役

株  主  総  会

取締役会

・原則四半期１回開催

・取締役のみで構成

・監督機能に重点

 -代表取締役の選解任

 -取締役の職務執行の監督

 -中⾧期的視点にたった経営の監督

 -指名・報酬を含む経営の方向性の決定

・原則月１回開催

・取締役＋執行役員（議決権なし）で構成

・業務執行機能に重点

 -経営の基本方針と体制整備の決定

 -業務執行の決定

 -業務執行の報告

モニタリング・ボード マネジンメント・ボード

会計監査人

選任/解任選任/解任

連携

招集・執行状況報告選任/解任

選任/解任

監査

選任/解任

報告

指示

諮問 答申

報告

指示

指示

承認

監査計画書

連携

連携

監査

監査実施報告書


